
















　少子高齢化が急速に進む我が国においては，2060 年の総人口は 8,674 万人になるものと推計され
ている．また，生産年齢人口（15 〜 64 歳の人口）にあっても同年には 50.9％になると予測されており，











あるから，今更に驚くべきことではない．しかしながら，2014 年 5 月に元総務大臣であった増田寛
也氏を座長とする「日本創成会議」人口減少問題検討分科会が発表したレポートが，日本の地方自治
体，とりわけ，人口減少に悩む過疎化地域の自治体に衝撃を与えたことは記憶に新しい．2）
　「2040 年までに消滅する恐れがある 896 市町村」と題されたこの報告書は，2010 年の国勢調査に
















2014 年 9 月には，「まち・ひと・しごと創生本部」を創設し，11 月に地方創生関連 2 法案「ま
ち・ひと・しごと創生法」と「地域再生法の一部を改正する法律」を可決・成立．
そして 2014 年 12 月には，地方創生に向けて「長期ビジョン」と「総合戦略」を閣議決定し，4）
それらに対応して，全国の都道府県および市町村各自治体は，地域版の人口ビジョンと総合
戦略を策定．5）



















































　同基本調査によれば，全国の高校生約 330 万人のなかで，普通高校に在籍する生徒が 240 万人，
専門学科が 62 万人を占め，残りは総合学科やその他の学科で構成されており，単純計算すると専門
高校在籍者は全体の 18％強を占めるに過ぎない．8）この数値を大きく見るか，小さく見るかは本稿














































平成 17 年 5 月 21 世紀における商業教育の在り方 ─生徒の職業観 ･ 勤労観を考える─
平成 18 年 10 月 学習指導要領改訂への提言
平成 20 年 5 月 これからの商業教育の実践 ─商業教育を担う人材の育成について─
平成 22 年 10 月 新高等学校学習指導要領と今後の商業教育
平成 23 年 5 月 キャリア教育の現状と課題について
平成 23 年 10 月 キャリア教育 ･ 商業教育の在り方について─生徒のより良い進路実現を目
指して─
平成 24 年 5 月 新高等学校学習指導要領の趣旨を生かした商業教育の推進 そのⅠ─魅力あ
る商業教育の発展を目指して─ 
平成 24 年 10 月 新高等学校学習指導要領の趣旨を生かした商業教育の推進 そのⅡ─魅力あ
る商業教育の発展を目指して─
平成 25 年 5 月 思考力 ･ 判断力 ･ 表現力等を伸ばす商業教育の推進 そのⅠ─商業教育の質
の向上を目指して─ 
平成 25 年 10 月 思考力 ･ 判断力 ･ 表現力等を伸ばす商業教育の推進 そのⅡ─商業教育の質
の向上を目指して─






















前掲の石破地方創生担当大臣による「地方創生の推進について」（平成 27 年 1 月 9 日）6）についても，
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School Education Aiming at Regional Innovation:
Action by a Commerce High School
MORIYA Kazutsune
Abstract: Abenomics, promoted by the current government, consists of the so-called three arrows: a bold 
monetary policy, an agile financial policy, and a growth strategy to arouse private investment. The success or 
failure of these policies has not yet become clear, but the first and second arrows are said to have succeeded. 
Here, we do not intend to discuss those two items, but we would like to discuss the third arrow, that is the 
most important policy, namely the growth strategy to arouse private investments, which is still not realized. 
In order to realize this strategy, it is expected that private enterprises and individuals will give up to their full 
potentials that they intrinsically have in themselves with the help of deregulation and other policies of the 
government. Among these discussions, however, the core discussion should be focused on the viewpoint that 
the private sectors in Japan can promote the growth of Japan only by exhibiting their real power, which will 
necessitate regional innovation. For this purpose, the key factor will be that new employees should be educated 
by appropriate education. In this sense, regional professional high schools will play very important roles in that 
education. This article will discuss the role of high schools in that education.
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